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資料２８ 
 

情報公開･個人情報保護審議会 諮問・報告事項 
 

 

件

名 

住民基本台帳法の改正に伴うがん検診受診者に係る仮住民票情報の目的外利

用について 

 

 

内容は別紙のとおり 

 

 

条例の根拠 

 

【諮問】 

第 11条第 2項第 5号（目的外利用） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（担当部課：健康部健康推進課健診係） 
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事業の概要 
事業名 がん検診受診者に係る仮住民票情報 
担当課 健康推進課 
目 的 現行がん検診受診者に係るサービスを適切に継続実施するため 
対象者 がん検診を受診している外国人登録者（平成２４年７月９日以降の住民票に移行

しない者に限る。） 
事業内容 １ 現在、健康推進課では、がん検診受診対象者（外国人住民を含む。※１）のう

ち、過去３年以内の受診歴のある者や特定年齢を迎えた者に対し、「検診票一斉
発送データ」により、検診票の一斉発送を業務委託により行っている。 
※１ 胃がん・大腸がん ３５歳以上の区民 （男性・女性） 

肺がん      ４０歳以上の区民 （男性・女性） 
乳がん      ４０歳以上の区民 （女性） 
子宮がん     ２０歳以上の区民 （女性） 
前立腺がん    ５０歳以上の区民 （男性） 

また、健康推進課では、委託医療機関に対するがん検診受診者の委託料の支払
い事務を行うため、情報政策課が行う次に掲げる処理を経た情報（電子及び帳票
リスト）の提供を当該課より受けている。 
①  委託医療機関で実施されたがん検診の受診結果から、がん検診受診者に係

る情報（住民番号、がん検診の検診内容、受診した委託医療機関等）につい
て、電子データ化処理を行う。 

②  上記①により電子データ化した情報と、住基データ及び外国人登録データ
を基にした成人健康診査及びがん検診の受診対象者のデータ「健康診査・が
ん検診対象者マスタ」を突合する。 

③  上記②により突合した結果の内容を電子及び帳票リストとして作成する。 
 
２ ところが、住民基本台帳法の改正に伴う外国人登録制度の廃止（平成２４年７
月９日）後においては、外国人住民も対象となる住民基本台帳制度に移行される
ことになり、短期滞在者など住民基本台帳制度に移行されない外国人住民も生じ
ることになる。 
このため、現行のがん検診受診対象者（外国人住民）のうち、住民基本台帳制

度に移行されない者が生じ得ることになり、当該住民基本台帳制度に移行されな
い者が、平成２４年７月９日後、既に一斉発送された検診票を利用し、がん検診
を受診することも想定される。 
一方、上記「健康診査・がん検診対象者マスタ」では、平成２４年７月９日以

降１年間は、当該住民基本台帳制度に移行されない者のデータも残存されてしま
う。 
 

３ そのため、当該住民基本台帳制度に移行されない者が、平成２４年７月９日後、
がん検診を受診した場合、がん検診の資格の有無を判定することが不可能とな
り、事務処理に支障を生じることになる。 
よって、上記１の「検診票一斉発送データ」及び上記１③の「電子及び帳票リ

スト」と「仮住民票データ（※２）」を突合し、当該突合した内容をリスト化す
ることにより、住民基本台帳制度に移行されないがん検診受診対象者を適正に把
握し、当該対象者に対し、適切な対応を行う必要がある。 
 

※２ 仮住民票データとは、「外国人登録のデータ」に「平成２４年７月９日以
降の住民票に移行する者、移行しない者の情報」が付加されたデータをいう。 

※２ 仮住民票とは、現在の外国人登録原票をもとに、住民基本台帳制度への移
行後を想定して作成された住民票をいう。 

 
 平成２３年度がん検診受診者数    延べ６６,６３８人 

胃がん   １２,１７４人    大腸がん  １８,１６９人 
肺がん   １３,５７６人    子宮がん   ７,８３８人 
乳がん    ６,４２６人    前立腺がん  ８,４５５人 
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別紙（目的外利用関係） 

◇１．目的外利用（第11条第2項第5号関係）・・・諮問事項 

 

件名 住民基本台帳法の改正に伴うがん検診受診者に係る仮住民票情報の目的

外利用について 

 

保有元 利用先 

保有課 戸籍住民課 利用課 健康推進課 

登録業務の名称 仮住民票 登録業務の名称 がん検診 

登録業務の目的 

外国人住民を外国人登録

から住民基本台帳へ移行

する際に、外国人住民に

関する記録の正確性の確

保と円滑な移行を図る。 

登録業務の目的 がん検診の対象者管理 

登録業務に係る個人情

報の記録媒体 
紙、電磁的媒体 

登録業務に係る個人情

報の記録媒体 
紙、電磁的媒体 

目的外利用を行う理由 

住民基本台帳法の改正に伴う外国人登録制度の廃止（平成２４年７月９日）

後、住民基本台帳制度に移行されないがん検診受診者について、仮住民票デー

タにより把握する必要があるため 

目的外利用を行う情報

項目 

【がん検診受診者（住民票に移行しない外国人住民）に係る情報項目】 

 

① 住民番号 ② カナ氏名 ③ 生年月日  

目的外利用を行う際に

使用する記録媒体 
紙、電磁的媒体 

目的外利用の時期・期間 平成２４年７月２日から平成２５年３月３１日まで 

緊急時の目的外利用に

おける本人通知の状況 
************* 

 


